
四日市市告示第４２７号 

 四日市市重度障害者手当支給要綱を次のように定める。 

  令和２年８月１１日 

四日市市長  森  智 広 

 

四日市市重度障害者手当支給要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、重度の知的障害、身体障害又は精神障害を有する者に対し、重

度障害者手当（以下「手当」という。）を支給するために必要な事項を定め、もっ

てこの者の福祉の増進に寄与することを目的とする。  

（用語の定義） 

第２条 この要綱において「重度障害者」とは、２０歳以上であって、次の各号のい

ずれかに該当する者をいう。 

 (1) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）に規定する知的障害者更生相

談所又は児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する児童相談所に知能

指数が３５以下の者若しくは常時介護を必要とする重度者と判定された者又は療

育手帳制度要綱（昭和４８年厚生省発児第１５６号）に規定する障害程度のAに

該当し、療育手帳の交付を受けた者 

(2) 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に規

定する障害程度の１級又は２級に該当する障害を有する者であって、身体障害者

福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障害者手

帳の交付を受けたもの 

（3）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた精神障害者

で、その障害の等級が１級のもの 

２ この要綱において「配偶者」とは、重度障害者の配偶者（婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）をいう。 

３ この要綱において「扶養義務者」とは、重度障害者の民法（明治２９年法律第８

９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者及び重度障害者を四日市市障害者の医

療費の助成に関する条例施行規則（平成１３年四日市市規則第３１号）第２条第２

項各号に掲げる法律に基づく被扶養者とする被保険者をいう。 

４ この要綱において「保護者」とは、第２項に規定する配偶者又は前項に規定する



扶養義務者で、当該重度障害者と生計を同じくするものをいう。 

（支給要件） 

第３条 手当は、次の各号のすべてに該当する重度障害者に支給する。 

(1) 本市内に住所を有する者 

(2) 第５条第１項に規定する認定の請求（以下「認定請求」という。）をする日

において６５歳未満の者。 

２ 次の各号に掲げる学校等に就学又は入校するために本市外に住所を有する重度障

害者で保護者が本市内に住所を有するものは、前項第１号の本市内に住所を有する

者とみなす。 

(1) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する特別支援学校 

(2) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に規定する障害者職業能力

開発校 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者には、手当は支給

しない。 

 （1）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者 

 （2）障害児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令（昭和５０年厚生省

令第３４号）第１条各号に規定する施設（ただし、障害者支援施設は生活介護を

行うものに限る。）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する養護

老人ホーム若しくは特別養護老人ホームに入所している者 

 （3）病院又は診療所（前号に規定する施設を除く。）に継続して三月を超えて入

院するに至った者 

 （4）特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）によ

る特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３

４号）附則第９７条の規定による経過措置として福祉手当を受けている者 

（手当の額） 

第４条 手当の額は、１人につき月額１，０００円とする。 

（認定請求及び認定） 

第５条 手当の支給を受けようとする者（以下「請求者」という。）は、四日市市重

度障害者手当に関する請求書（届）（第１号様式。以下「請求書（届）」とい

う。）に次に掲げる書類を添えて市長に請求し、受給資格の認定を受けなければな

らない。 

 （1）請求者の障害の程度を明らかにすることができる知的障害判定書又は療育手



帳、身体障害者手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳 

 (2) 請求者が第３条第２項各号に規定する学校等に就学又は入校しているとき

は、在校又は入校証明書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 請求者に認定請求をすることができない事情があるときは、当該請求者の保護者

又は当該請求者を介護している者が当該請求者に代わってその認定請求をすること

ができるものとする。 

３ 市長は、認定請求があったときは、支給要件の有無について審査し、その結果を

四日市市重度障害者手当認定通知書（第２号様式）（以下「認定通知書」とい

う。）又は四日市市重度障害者手当認定請求却下通知書（第３号様式）により請求

者に通知するものとする。 

（支給の制限） 

第６条 市長は、重度障害者又は配偶者若しくは扶養義務者のいずれかがこの要綱に

よる手当の支給を受けようとする日の属する年度（４月から７月までの間の手当の

支給については前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第

１項第１号に規定する均等割又は同項第２号に規定する所得割が課されているとき

は、その年の８月から翌年の７月までの手当の支給を停止する。 

２ 市長は、前項の規定により手当の支給を停止するときは、四日市市重度障害者手

当支給停止通知書（第４号様式。以下「停止通知書」という。）により、重度障害

者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定に基づく通知を受けた者が、第１項の規定に該当しなくなっ

たときは、四日市市重度障害者手当支給停止解除通知書（第５号様式）によりその

旨を通知するものとする。 

（手当の支給） 

第７条 市長は、第５条の認定をした重度障害者に対し、手当を支給する。 

２ 手当の支給は、請求者が認定請求をした日の属する月の翌月から始め、受給資格

が消滅した日の属する月で終わるものとする。 

３ 手当は、毎年２月、５月、８月及び１１月の４期に、それぞれの前月までの分を

支給する。ただし、前支給期月に支給すべきであった手当又は第１１条に規定する

受給資格が喪失した場合におけるその期の手当は、その支給期月でない月であって

も、支給できるものとする。 

（認定期間） 



第８条 手当の認定期間の終期は、毎年７月３１日とする。ただし、第２条第１項第

３号に掲げる手帳の交付を受けた者で、当該手帳の有効期限が７月３１日前である

ものを有するものの認定期間は、その手帳の有効期限とする。 

（認定期間の更新） 

第９条 市長は、前条の規定により手当の認定期間が満了する場合において、その者

が引き続き支給を受けることが適当と認めるときは、認定通知書によりその旨を通

知するものとする。 

（変更の届出） 

第１０条 手当の支給を受けている者（以下「受給者」という。）は、請求書（届）

により届け出た事項に変更があったときは、遅滞なく市長に対し、請求書（届）を

もってその旨を届け出なければならない。 

２ 第５条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

３ 第１項に規定する変更の届出を行ったことにより、第６条第１項の規定に該当し

なくなった者に対しては、その届出の根拠となる変更の事実のあった日の属する月

の翌月分から手当を支給する。 

（受給資格の喪失） 

第１１条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、受給資格を喪失する。 

(1) 死亡したとき。 

(2) 第３条に規定する支給要件を備えなくなったとき。 

(3) 手当の支給を辞退したとき。 

２ 前項の規定により受給資格を喪失した受給者は、速やかに市長に対し、請求書

（届）をもって受給資格の消滅に関する事項を届け出なければならない。 

３ 第５条第２項の規定は、前項の届出について準用する。 

４ 市長が公簿等により第１項第１号又は第２号に規定する事実を確認したときは、

第２項の規定による届出があったものとみなす。 

５ 市長は、第２項に規定する届出があった場合は、その内容を確認し、受給資格が

消滅したと認めたときは、受給資格を喪失した者（受給者の死亡を理由として資格

を喪失した場合にあっては、第１２条に規定する請求を行った者）に対し、四日市

市重度障害者手当資格喪失通知書（第６号様式）により通知するものとする。 

（未支給手当の支給） 

第１２条 受給資格のある者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき

手当で未支給のもの（以下「未支給手当」という。）があるときは、その者の配偶



者、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹であって、その死亡した者の死亡の当時そ

の者と生計を同じくしていたものは、請求書（届）により、自己の名で、その支給

を請求し、当該未支給手当の支給を受けることができる。 

２ 前項の規定により未支給手当の支給を受けることができる者の順位は、同項に規

定する順序による。 

３ 前項の規定により同順位の者が２人以上あるときは、その１人がした未支給手当

の支給に係る請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その１人に対

してした未支給手当の支給は、全員に対してしたものとみなす。 

４ 第１項に規定する未支給手当の請求は、受給資格のある者が死亡した日の属する

月の翌月の初日から起算して１年を経過したときは、行うことができない。 

（不正利得の返還） 

第１３条 偽りその他不正の手段により手当（未支給手当を含む。）の支給を受けた

者は、受給額に相当する金額の全部を市長に返還しなければならない。 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。  

  附 則（令和２年８月１１日告示第４２７号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （他の要綱の規定により手当の受給資格を有していた者の特例） 

２ この要綱の施行の日の前日に四日市市重度障害手当支給要綱（平成２２年四日市

市告示第３９５号）の規定により重度障害手当の受給資格を有していた者は、第５

条に規定する認定の際に６５歳に達していたとしても、当該事由に該当することの

みを理由として受給資格を失わない。 

 （準備行為） 

３ この要綱の規定による手当の支給に関し必要な手続その他の行為は、この要綱の

施行の日前においても行うことができる。 

 

  



 



 



 

  



 



 



 



 



第１号様式（第５条、第１０条、第１１条、第１２条関係） 

第２号様式（第５条、第９条関係） 

第３号様式（第５条関係） 

第４号様式（第６条関係） 

第５号様式（第６条関係） 

第６号様式（第１１条関係） 

 


